
歳出
Ⅰ.組織、体制の見直し

単位：百万円

16 17 18 19 20 21

1

地方公営企業法適用
の検討

△ △ △ △ △

－ － － － － －

Ⅱ.定員管理の適正化
単位：百万円

16 17 18 19 20 21

2

職員数の削減

－ － -45 -45 -53 -53

単位：人

年度 16 17 18 19 20 21 22

年度当初職員数
（公共下水道事業）

35 35 30 30 29 29 28

事務事業名等NO

効果額

※年度別職員数の推移

公共下水道事業集中改革プラン

見直しの内容

効果額

検討(△)・推進(→)

民間委託の推進、再任用職員の活用によ
り、平成１６年４月１日現在職員数３５人
を、平成２２年４月までに28人以下とす
る。

検討(△)・推進(→)

公共下水道事業は平成２２年度に人口普及
率１００％の達成を目指している。その後
は、維持管理を中心とする事業に移行する
ため、費用と負担の関係の明確化、資産管
理の厳密化、組織管理権能の強化等、経営
の独立性が制度的に図れる地方公営企業法
の適用を検討する。

NO 事務事業名等

※行財政改革プランの具体的方策の一覧表にある削減効果額とは算出方法が異なります。

見直しの内容



Ⅲ.民間委託等の推進
単位：百万円

16 17 18 19 20 21

3

排水設備工事完了
検査の委託

△ △

4

工事施工管理補助業
務の委託

－ － － － － －

歳入
Ⅳ.歳入の確保

単位：百万円

16 17 18 19 20 21

5

収納率の維持

－ － － － － －

検討(△)・推進(→)

事務事業名等

民間委託または、再任用職員の活用を図
る。

効果額

No 事務事業名等

下水道工事施工管理補助業務の委託を継続
する。

NO

見直しの内容

検討(△)・推進(→)
見直しの内容

公共下水道使用料について、高水準の収納
率を維持する。

効果額


